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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、業容ならびに組織の規模に見合ったコーポレート・ガバナンスの充実を、経営上の最も重要な経営課題のひとつとして認識しており、株主
の皆様をはじめとするステークホルダーに対して、経営の健全性及び透明性を確保しつつ迅速な意思決定の実現に努めるとともに、コンプライア
ンスの強化に努めております。

　当社は、会社の機関として取締役会及び監査役会を設置し、取締役会を経営上の重要事項の意思決定機関として、また監査役会を取締役の

業務執行に対する監督機関として位置づけ機能させております。

　また、監査役監査と監査法人による会計監査及び内部監査との間の緊密な連携を通じ、内部統制の充実を図っております。

　今後も、事業の拡大に応じたコーポレート・ガバナンス体制の構築に向け取り組んでいく所存でございます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

〈補充原則１－２④ 株主総会における権利行使〉

議決権の電子行使については、インターネットによる議決権行使を導入しております。

また、招集通知の英訳については、当社の株主構成を踏まえて、機関投資家や海外投資家の比率が将来十分に高まった場合に別途検討の上、
実施いたします。

〈補充原則２－４① 女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保〉

当社は、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等で特に制限は設けておらず、多様性の確保に取り組んでおり、中途採用の管理者は多数
登用しております。

中長期的な人材育成方針と社内環境整備方針については検討を進めてまいります。

〈補充原則３－１② 情報開示の充実〉

当社は、依然、機関投資家や海外投資家の比率が他の上場企業に比べ低いことから、IR情報等を英訳することを見送りました。今後も、引き続
き、株主構成の動向を注視し、必要と判断した時点で、IR情報等の英訳化を図ります。

〈補充原則４－１② 取締役会の役割・責務 〉

当社は、現時点において、中期経営計画を公表しておりませんが、取締役会・経営陣幹部は中期経営計画を定めるとともに、その進捗状況の確
認、分析を行っております。今後は、株主・投資家の皆様により一層の理解を得られるよう、中期経営計画の公表を検討してまいります。

〈原則５－２ 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件〉

当社は、現時点において、中期経営計画を公表しておりませんが、取締役会・経営陣幹部は中期経営計画を定めるとともに、その進捗状況の確
認、分析を行っております。今後は、株主・投資家の皆様により一層の理解を得られるよう、中期経営計画の公表を検討してまいります。

〈補充原則５－２① 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件〉

当社は、現時点において、中期経営計画を公表しておりませんが、取締役会・経営陣幹部は中期経営計画を定めるとともに、その進捗状況の確
認、分析を行っております。今後は、株主・投資家の皆様により一層の理解を得られるよう、中期経営計画の公表を検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

〈原則１－４ 政策保有株式 〉

当社は、現在、政策保有株式は保有しておりません。

しかし、事業戦略の遂行、取引先との関係、中長期的な企業価値の向上等を総合的に勘案し、政策保有株式としての保有の可否を検討してまい
ります。

〈原則１－７ 関連当事者間の取引〉

当社は、関連当事者間の取引を行わないことを基本方針としておりますが、止むを得ず取引を行う必要がある場合には、その取引の合理性・妥当
性・適正性について審議のうえ、取締役会の決議を行い、少数株主の保護に努める方針です。

〈原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮〉

当社は、企業年金制度を有しておりません。

〈原則３－１ 情報開示の充実〉

ⅰ）当社の経営理念は、当社のホームページ上に公開しております。

ⅱ）当社は、業容ならびに組織の規模に見合ったコーポレート・ガバナンスの充実を、経営上の最も重要な経営課題のひとつとして認識しており、
株主の皆様をはじめとするステークホルダーに対して、経営の健全性及び透明性を確保しつつ迅速な意思決定の実現に努めるとともに、コンプラ



イアンスの強化に努めております。

当社は、会社の機関として取締役会及び監査役会を設置し、取締役会を経営上の重要事項の意思決定機関として、また監査役会を取締役の業
務執行に対する監督機関として位置づけ機能させております。

また、監査役監査と監査法人による会計監査及び内部監査との間の緊密な連携を通じ、内部統制の充実を図っております。

今後も、事業の拡大に応じたコーポレート・ガバナンス体制の構築に向け取り組んでいく所存であります。

ⅲ）取締役の報酬等については、株主総会の決議による報酬総額の限度内で、会社の業績や経営内容、経済情勢等を考慮し、取締役会の決議
により決定しております。なお、取締役の報酬等の決定に際しては、審議プロセスの客観性・透明性を高め、説明責任を強化するため、取締役会
の任意の諮問委員会である指名・報酬委員会における審議結果を踏まえております。

ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際には、候補者の経験や能力を総合的に勘案し、取締役会で決定してお
ります。なお、取締役等の選任の決定に際しては、審議プロセスの客観性・透明性を高め、説明責任を強化するため、取締役会の任意の諮問委
員会である指名・報酬委員会における審議結果を踏まえております。

ⅴ）取締役及び監査役候補者の選任理由は株主総会招集通知において開示しております。

〈補充原則４－１① 取締役会の役割・責務(1)〉

取締役会は、「取締役会規程」に基づき、法令・定款の定めにより決定すべき事項のほか、経営に関する重要事項の意思決定を行っております。

取締役会で決定した基本方針に基づき、業務執行に関する審議・決定を当社の経営陣に委任しており、その委任の内容についても、「職務権限規
程」等の社内規程において明確に定めております。

〈原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質〉

当社は、独立社外取締役の選任に当たっては、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の独立性に関する判断基準を参考に、社外役員とし
ての職務を遂行できる十分な独立性の確保を前提に、経歴や当社との関係性を踏まえて判断しております。また、上記の独立性基準に加えて、
代表取締役との面談等を踏まえ、一般株主の視点で議論ができる人物を選定するよう努めております。

〈補充原則４－10① 任意の仕組みの活用〉

当社は、「監査役会設置会社」体制が適切と考えており、この体制を採用しているが、必要に応じて統治機能の充実を図っていきます。当社は、取
締役の指名・報酬等、重要な事項に関する検討に当たって、指名・報酬委員会を設置しております。

〈補充原則４－11① 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件〉

取締役会は、当社の業務に精通した社内取締役と高度な専門知識や豊富な経験等を有する社外取締役で構成しております。

取締役候補者の選任に際し、人格、経験、能力、健康等を総合的に判断し、取締役会全体のバランスと多様性を考慮する方針であります。

本報告書に取締役及び監査役のスキル・マトリックスを掲載しております。

〈補充原則４－11② 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件〉

取締役の他社での兼任状況は、招集通知、有価証券報告書を通じ、開示しております。

〈補充原則４－11③ 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件 〉

当社は、継続的な企業価値向上のため、取締役会の実効性について分析・評価を行っております。取締役会及び監査役会による評価により、取
締役会全体の構成、意思決定プロセス、業務管理、社外取締役へのサポート状況、取締役の職務遂行状況等を確認した結果、当社取締役会の
実効性は十分確保されているものと評価しております。今後も、取締役会の実効性と企業価値向上に努めてまいります。

〈補充原則４－14② 〉

当社の各取締役及び各監査役は、それぞれ選任時に、その人格、能力、知識及び経験等を勘案し、求められる役割と責務を十分に果たし得ると
の判断をしております。また、各取締役及び各監査役は、セミナーの参加や書籍の購入等を通じ、必要な知識の習得を継続的に行っております。

〈原則５－１〉

当社は、経営方針や持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向けた取組みについて、適切な情報を適時に提供すると共に、分かりやすい説
明の継続的な実施、株主の意見の経営への報告・反映などを通じ、株主との間で建設的な対話を行うことを基本方針としております。また、当社で
は株主・投資家をはじめとするステークホルダーへ公平かつ適切な情報開示を行うため、フェア・ディスクロージャー・ルールの趣旨を尊重し、社内
規程として、インサイダー取引防止規程のほか、法令・規則の遵守、透明性、適時性、公平性、継続性、機密性を基本原則とする情報開示規程を
定め、これらを遵守すると共に、各役職員への徹底を図っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

合同会社ＣＰ1号匿名組合口 2,460,000 4.69

日本証券金融株式会社 1,376,200 2.62

楽天証券株式会社 1,363,500 2.60

山内　規之 990,000 1.89

ＰＨＩＬＬＩＰ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　（ＨＯＮＧＫＯＮＧ）　ＬＩＭＩＴＥＤ 905,900 1.72

長尾　康裕 860,000 1.64

TB1株式会社 735,000 1.40

田村　博 700,000 1.33

ＢＮＰＰＡＲＩＢＡＳＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳＳＥＲＶＩＣＥＳＳＩＮＧＡＰＯＲＥＪＡＳＤＥＣＵＯＢＫＡＹＨＩＡＮＰＲＩＶＡＴ
ＥＬＩＭＩＴＥＤ

531,180 1.01



渡邊　賢二 520,000 0.99

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 その他金融業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名



社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

根岸　宏之 他の会社の出身者

施　北斗 他の会社の出身者 ▲ ▲ ▲

施　景祥 他の会社の出身者 △ △ △

林　茂 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

根岸　宏之 ○ ―――

根岸宏之氏は不動産売買の仲介、買取再販業
務に関する幅広い経験と会社経営者としての
経験を併せ持ち、不動産再生事業に関する知
見を当社の不動産投資事業に反映していただ
くことが期待され、社外取締役として職務を遂
行することができるものと判断いたしました。ま
た当社との間に特別の利害関係はないため、
一般株主との利益相反が生じるおそれがない
ものと判断し、独立役員として指定しておりま
す。

施　北斗 　

施北斗氏は、当社の第三者割当による価
額修正条項付第７回新株予約権の割当
先である景祥針織有限公司の代表取締
役施景祥氏の近親者であるため、独立役
員には該当しておりません。

独立役員には専任しておりません。

施　景祥 　

施景祥氏は、当社の第三者割当による価
額修正条項付第７回新株予約権の割当
先である景祥針織有限公司の代表取締
役であるため、取引関係がありましたた
め、独立役員には該当しておりません。

独立役員には専任しておりません。

林　茂 ○ ―――

林茂氏は、通商産業省(現在の経済産業省)に
入省され、後に内閣官房参事官を務められる
など、要職を歴任されており、コンプライアンス
に関する幅広い知見や会社経営者としての経
験を併せ持ち、社外の独立した視点から助言・
提言をいただくことが期待され、社外取締役と
して職務を遂行することができるものと判断い
たしました。また当社との間に特別の利害関係
はないため、一般株主との利益相反が生じる
おそれがないものと判断しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 3 0 1 1 1 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 3 0 1 1 1 0
社外取
締役

補足説明

当社は、取締役会の諮問機関として以下を設置しております。

・指名委員会（社外取締役1、社外監査役1名、代表取締役1名）

（役割）社長・取締役候補者・執行役員候補者の選任に関する基準・方法の審議及び提案、並びに候補選任案の審議

（委員）根岸宏之（委員長/社外取締役）、宍田拓也（社外監査役）、片田朋希（代表取締役）

・報酬委員会（社外取締役1、社外監査役1名、代表取締役1名）

（役割）取締役・執行役員の報酬水準、評価・報酬に関する諸制度の審議及び提案

（委員）根岸宏之（委員長/社外取締役）、宍田拓也（社外監査役）、片田朋希（代表取締役）

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社は会計監査人を設置しており、金融商品取引法及び会社法に基づき、監査法人による会計監査を受けております。監査役、監査法人及び内
部監査担当者は必要に応じて随時意見交換を行い、緊密な連携を取ることにより内部統制の充実を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

宍田　拓也 弁護士

豊﨑　修 税理士

日笠　真木哉 弁護士



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

宍田　拓也 ○ ―――

宍田拓也氏は弁護士として専門的な知識を有
しており、当社の監査において社外監査役とし
ての職務を適切に遂行することができるものと
判断いたしました。また当社との間に特別の利
害関係はないため、一般株主との利益相反が
生じるおそれがないものと判断し、独立役員と
して指定しております。

豊﨑　修 ○ ―――

豊﨑修氏は税理士として専門的な知識と幅広
い経験を有しており、既に当社において社外監
査役としての監査機能を十分に発揮しておりま
す。また当社との間に特別の利害関係はない
ため、一般株主との利益相反が生じるおそれ
がないものと判断し、独立役員として指定して
おります。

日笠　真木哉 ○ ―――

日笠真木哉氏は弁護士として専門的な知識を
有し、かつ経営者として事業運営の経験もある
ことから、当社の監査において社外監査役とし
ての職務を適切に遂行することができるものと
判断いたしました。また当社との間に特別の利
害関係はないため、一般株主との利益相反が
生じるおそれがないものと判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

2021年６月28日、2022年２月21日および2023年４月12日にストック・オプションを付与しました。また、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ
ブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、当社取締役を対象に譲渡制限付株式報酬制度を導入すること
を、2023年６月27日開催の第22回定時株主総会で決議いたしました。



ストックオプションの付与対象者
社内取締役、社外取締役、社内監査役、社外監査役、従業員、親会社の執行役、子会社
の取締役、子会社の監査役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

2021年６月28日に当社役員及び執行役員に対し、有償ストックオプションの発行を行っており、当社及び子会社の従業員に対しては、2020年７月3
1日に無償ストック・オプションの付与を行いました。加えて、2022年２月21日および2023年４月12日には、当社役員及び執行役員、当社100％子会
社の役員に対し、有償ストック・オプションの付与を行いました。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

現在、個別の取締役報酬は開示しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等については、株主総会の決議による報酬総額の限度内で、会社の業績や経営内容、経済情勢等を考慮し、取締役会の決議によ
り決定しております。なお、取締役の報酬等の決定に際しては、審議プロセスの客観性・透明性を高め、説明責任を強化するため、取締役会の任
意の諮問委員会である指名・報酬委員会における審議結果を踏まえております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社では、主として経営企画部が、社外取締役及び社外監査役との情報伝達役として機能しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の経営上の重要事項の意思決定機関は取締役会であり、定時取締役会は月１回、臨時取締役会は必要に応じ随時開催されております。

取締役会には監査役も出席し、経営に対する助言、提言を行うとともに、取締役の業務執行に対する監督機能を果たしております。監査につきま
しては、社外監査役（独立役員を兼ねる）による業務監査及び会計監査、監査法人による会計監査のほか内部監査を行っております。

監査法人につきましては、監査法人アリアと監査契約を締結し会計監査を受けるとともに、会計に関する重要な課題について適宜助言を受け検討
及び判断を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は本報告書提出日現在、当社単体では、取締役７名、監査役３名、従業員23名の小規模組織であり、組織の規模に見合った経営管理体制を
敷いております。

当社では、社外取締役４名を選任しております。当該取締役は会社法第2条第15号に規定する社外取締役の要件を満たしており、また当社の監
査役は全員、会社法第2条第16号に規定する社外監査役の要件を満たしております。さらに、独立役員の資格を充たす社外役員５名を独立役員
として指定していることから、客観性及び中立性を確保しつつ経営の監督機能を果たす体制となっております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況



１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
第22回定時株主総会について2023年６月27日（火）開催のところ、2023年６月９日（金）に

招集通知の発送を行っております。

集中日を回避した株主総会の設定 今年の定時株主総会は2023年６月27日（火）に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を導入しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 IRポリシーを作成し、HPに掲載しております。

IR資料のホームページ掲載
決算情報、決算情報以外の開示情報、IR年間スケジュール、財務ハイライト

等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR担当役員及びIR事務連絡責任者を置いております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

IR担当役員及びIR事務連絡責任者を置いております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．経営管理体制

　　当社は、業務規程に基づき、会社として遂行されるべき業務を複数の部署及び個別業務に区分し、各部署に担当取締役を配置し、各個別業

務を所定の役職員が分担して担うとともに社内規程の遵守を徹底することで、権限分離と内部牽制を図っております。また、個別業務に係る重要

な項目についての意思決定ならびに当該個別業務の遂行は、担当取締役及び代表取締役の管理監督のもとに行われ、業務執行プロセスの適

正性は代表取締役により確認されております。

２．内部監査

　　当社は少人数組織であることに鑑み、内部監査を担当する独立した部署や担当者は置かず、代表取締役が指名する者に内部監査業務を兼
務させ、内部監査を実施しております。

　　当社の内部監査は、年間の内部監査計画に基づき、サンプル調査の手法により抽出した案件・取引の事務処理、会計処理の適正性及び規則
準拠性を主な監査対象としており、内部チェックとしての機能を重視しております。

　　なお、内部監査担当者が通常業務も兼務していることから、当該担当者が担当した案件・取引については、自己監査とならぬよう内部監査の

対象とはせず、代表取締役及び担当取締役がチェックを行うことで、業務処理の適正性を確認しております。

　　また、監査役と監査法人及び内部監査担当者との緊密な連携により、内部統制の充実を図っております。

　　内部統制の仕組みにつきましては、今後の業容ならびに組織の拡大に合わせて、規模に見合った体制を適時に整備していく方針であります。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた体制を構築し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関わりを持たず、また不当な要求に対

しては、断固としてこれを拒否します。

また、新規取引先については、原則として日経テレコンを用いて情報収集を行い、反社会的勢力との関係の有無を調査しております。

Ⅴその他



１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

該当事項はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示について】

１．適時開示に関する基本方針

　当社は、会社情報の適切な管理を行うとともに、株主をはじめとする投資家等の皆様に会社情報の適正な開示を行って参ります。東京証券取引
所が定める「有価証券上場規程」に則り、迅速、正確かつ公平な情報開示を、適時開示情報伝達システム（TDnet）を通じて行います。

　なお、有価証券上場規程に規定された会社情報だけでなく、たとえば、不明確な情報について報道又は噂が流布された場合のような投資家の
皆様に不利益な情報にあたる場合など、適時開示を行って参ります。

２．適時開示業務を執行する体制

①開示担当組織

　当社は、執行役員財務最高責任者を情報取扱責任者、経営企画部を開示担当部署としております。また、当社各部署及び各子会社に情報管
理者を設置し、開示すべき情報が迅速かつ網羅的に収集され、法令等に従い適時に正確かつ十分にされる体制を整備して参ります。

②適時開示手続き

　a.情報収集プロセス

当社及び子会社における重要事実（決定事実、発生事実、決算情報等）は、当該重要事実の所管部署の情報管理担当者より開示担当部署であ
る経営企画部に報告されます。開示担当部署は、情報の収集と管理を行い、情報取扱責任者である執行役員財務最高責任者に情報を集約しま
す。

b　.分析・判断プロセス

　適時開示対象となる情報か否かの判断は、重要事実（決定事実、発生事実、決算情報等）ごとに情報取扱責任者が決定します。公表が必要と
判断した場合は、情報取扱責任者を中心に、開示担当部署、その他関係部署と関連法令、適時開示等規則等を遵守の上、開示内容、開示時期
を求めるなど正確、明瞭かつ投資判断として十分な情報が記載されているかを確認します。

c.公表プロセス

当該開示資料は、その内容により取締役会または代表取締役社長の承認得た後、適時開示情報伝達システム（TDnet）に登録して開示を行い
ま　す。また、証券取引所に開示する情報については、速やかに当社ホームページにも掲載します。

③適時開示のモニタリング体制

　監査役は、取締役及び取締役会から独立した機関として、会社の重要な情報の適時開示、IRその他の開示に係る体制の有効性についてモニタ
リングを行います。

（適時開示フローを添付）




